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2023 年 7 月 13 日 

長崎地方最低賃金審議会 

会長 深浦 厚之 様 

長崎県労働組合総連合 

議長  乾 哲夫（印） 

長崎市恵美須町 2-12 

電話 095-828-6176 

意 見 書 

長崎地方最低賃金審議会審議委員のみなさまが、県下の労働者および中小零細業者の生活向上の

ために、毎年の長崎県最低賃金の改正においてご尽力いただいていることに敬意を表します。 
労働基準法第１条は、働いて得る賃金は、「労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充

たすべきものでなければならない」と定めています。しかし、１日８時間、週４０時間働いても人

間らしい生活できない、現行の最低賃金の水準は、法の趣旨を充たせない状態です。こうした状態

は直ちに解消されるべきです。 
そこで、長崎県最低賃金改正の審議にあたり、長崎県労連としての意見を以下のとおり述べさせ

ていただきます。 
 

1 物価高騰から労働者の生活を守るために、最低賃金を大幅に引き上げるべきです。 

6 月 23 日に総務省が公表した今年 5 月の消費者物価は、総合指数で前年同月比 3.2％上昇で

した。昨年 8 月以降、前年同月比が 3％以上となることが 10 か月続いています（12 月と 1 月

は 4％以上）。春闘での賃上げも物価上昇に追い付かず、6 月 23 日に厚労省が公表した毎月勤

労統計では、昨年 4 月から今年 4 月まで 13 か月連続で実質賃金が減少しています。こうした

状況は労働者の生活を直撃し、「物価の上昇が続き、買い物も控えるようになってきた」「特に

食品の値上がりが大きく、家計を圧迫している」等の声が上がっています。 

昨年の意見書でも引用した、帝国データバンクによる食品主要 105 社の価格改定状況調査の

結果（6 月 30 日発表）では、今年 1 月～6 月に値上げになった品目数が累計で 2 万 9106 品目

に上り、すでに昨年通年での品目数（2万 5768 品目）を超えていることが明らかになりました。

さらに、7月にも 3566 品目の値上げが行われ、10 月には 5000 品目を超える値上げラッシュと

なる可能性があり、今年の年間累計は、昨年を大きく上回る 3 万 5000 品目前後になると予測

されています。昨年を上回る勢いで進行する食品等の値上げは、最低賃金近傍で働く労働者を

はじめ多くの労働者の生活をさらに圧迫します。 

日本商工会議所と東京商工会議所が今年 3 月に公表した最低賃金等に関する調査結果では、

最低賃金を引き上げるべきと回答した企業は、42.4％で昨年の 41.7％より増加しています（「引

下げる」「現状維持」は 33.7％で昨年の 39.9％より減少）。引き上げに賛成する理由で最も多

かったのは「物価上昇」で 89.3％だったとされています。中小企業経営者の中でも、物価高騰

に対応して最低賃金を引き上げることに賛成する声が広がっていることが見て取れます。 

以上のような状況を考慮して、物価上昇を上回る大幅な引き上げを行うべきです。 
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2 賃金の地域格差を是正するためにも、最低賃金を大幅に引き上げるべきです。 

今年 4月、中央最低賃金審議会から「中央最低賃金審議会目安制度の在り方に関する全員協

議会報告」（以下「報告」）が発表され、1978 年以来続いてきた 4ランク制が 3ランク制に変更

されることになりました。「報告」の中で「地域間格差の拡大抑制」が繰り返し記載されている

ことからも明らかなように、変更の最大の目的は地域間格差の拡大に歯止めをかけることです。

そして、それは、本県をはじめ、従前の C・Dランクの地域の最低賃金審議会が目安額を上回る

引き上げを積み上げされてきた結果であり、最低賃金の地域間格差の是正を求める地方の声を

反映したものだと考えます。ランク制は残りましたが、「報告」は「下位ランクの目安額が上位

ランクを上回ることはあり得る」と述べ、ランク制の下でも地域間格差の是正が可能であるこ

とを示唆しています。 

私たち長崎県労連は、先日閉会した長崎市議会に対して、最賃の全国一律化の法改正や最賃

の大幅引き上げ等を求める意見書を国に提出することを求める陳情を行いました。審査の結果、

意見書の提出は見送られましたが、「国において今後最低賃金の地域間格差の是正が一定図ら

れることから、今後の国の動向を注視していく」と最賃の地域間格差が是正されることへの期

待が示されています。これまでの意見書でも、地方からの労働力の流出を食い止めるために、

最低賃金の地域間格差を是正することを求める様々な団体の意見を紹介してきましたが、こう

した意見を受け止め、最低賃金の地域間格差の是正をめざして、最低賃金を大幅に引き上げる

べきです。 

 

3 長崎地方最低賃金審議会は、専門部会を含め公開としてください。 

政府や自治体の各種諮問会議での審議や議事録が非公開とされることに対する批判が増え

ています。原則は「公開」です。中央最低賃金審議会においても、前述の「報告」で「公労使

三者が集まって議論を行う部分については、公開する」とされ、部分的ではありますが、公開

が実現しました。貴審議会でも、改めて議事の公開について検討していただき、専門部会を含

め公開で審議が行われることを強く求めます。 
 

4 長崎地方最低賃金審議会で長崎県労連の意見陳述の場を設けてください。 

長崎地方最低賃金審議会委員に労働者代表委員として長崎県労連から選出されていないこ

と、また、本意見書への補足説明などを行いたいと考えていますので、長崎県労連の意見陳述

の場を設定するよう求めます。 
 

以上 


